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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、1990年代以降の公務員制度改革等の制度改革により日本の官僚人事
の実態がどのように変化したかについて実証的に明らかにすることである。定量的な人事データに基づく分析を
行った結果、1990年代以降の制度改革により、日本の官僚人事において昇進スピードの遅れは生じているもの
の、全体として人事の政治化が大きく進行しているとまでは言えないことが明らかになった。また、内閣人事局
の新設を伴う改正国家公務員法をめぐる政治過程についての事例研究も行い、第二次安倍政権下で国家公務員法
が改正されたのは、与党が参議院の過半数議席を確保し、ねじれ国会を解消していたためと結論づけた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to demonstrate how Japanese bureaucratic 
personnel practices have changed as a result of civil service system reforms since the 1990s. Using 
data on bureaucratic personnel, my analysis reveals that institutional reforms since the 1990s have 
not led to a significant politicization of personnel affairs in Japan's bureaucracy, although there 
has been a slowdown in promotion speed. I also conducted a case study on the political process 
surrounding the revised National Public Service Law and concluded that the law was revised under the
 second Abe administration because the ruling party had secured a majority in the upper house of the
 Diet, thus eliminating a divided Diet.
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
海外では官僚人事の政治化に関する規則的パターンの特定や理論化が進んでいるのに対し、日本の政治学、行政
学においては、官僚人事の政治化についての政治学的かつ体系的研究が十分に蓄積されてこなかった。そのた
め、本研究の成果は、近年における日本の公務員制度改革と日本の政官関係に関する研究を今後さらに発展させ
る上で、学術的意義だけでなく大きな社会的意義を有していると考えられる。また、事例研究で得た知見につい
ては、日本に限らず、他国の政治制度の研究にも応用できるものであることから、比較政治に関する実証的・理
論的研究にも貢献し得るものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 

1994 年の選挙制度改革や 2001 年の中央省庁等改革及び内閣機能強化といった一連の政治・
行政改革の帰結として、日本政治において首相を中心としたコア・エグゼクティブの権力が構造
的に増大している。またそれに伴う官邸主導あるいは政策過程の「集権化」といった現象が多く
の論者によって観察、指摘されている（例えば竹中 2017；待鳥 2012）。特に、内閣人事局の新
設により、各省の幹部人事に対する首相の関与が制度化されたことで、官僚人事ひいては国家公
務員制度の政治化が進行している可能性があるとの主張が、政治学・行政学において一部なされ
ている状況にある（例えば出雲 2017）。 
このような官僚人事の政治化は、各省官僚の政治的応答性を高めるために普及した戦略とし
て捉えることができるため、民主主義の観点から重要な研究課題であるとして、諸外国では研究
が重ねられてきた（Christensen, Klemmensen, and Opstrup 2014; Dahlström, Peters, and 
Pierre 2011; Page and Wright 1999; Peters and Pierre 2004）。しかしながら、海外の先行研究
が、官僚の党派性を所与のものとしているのに対し、戦後日本の官僚人事は党派性に基づく運用
にはなっておらず、さらに、政治任用制に基づく各省のポスト数も諸外国と比較して非常に少な
い。そのため、戦後日本の官僚人事は、政治介入の余地が少なく、高い自律性を保持していると
論じられ（西尾 1988）、日本の官僚人事はもっぱら人的資源管理の観点から分析されることが多
く、政官関係や人事の政治化といった観点からの政治学的な分析はこれまで十分になされてこ
なかった（曽我 2016）。以上のような研究動向に鑑みて、海外では官僚人事の政治化に関する規
則的パターンの特定や理論化が進んでいるのに対し、日本の政治学、行政学においては当該テー
マについての政治学的かつ体系的研究が十分に蓄積されてこなかったと言える。 
以上のような研究関心を背景として、研究代表者は、1990年代以降の制度改革により、日本
の官僚人事の実態がどのように変化したのかという問いをリサーチクエスチョンとして設定し、
本研究を開始した。 
さらに、研究代表者は、官僚人事の政治化に関し大きなインパクトをもたらしたと指摘されて
いる 2014年施行の「国家公務員法等の一部を改正する法律」に注目し、当該改正法の制定をめ
ぐる政治過程についても分析を行うことにした。内閣人事局の新設も、当該改正法の制定に伴う
ものである。そもそも、官僚人事に対する内閣の権限強化は、2001 年に閣議決定された公務員
制度改革大綱から掲げられており、2013 年に第二次安倍政権下で改正法案が提出されるまでの
間に、国家公務員法等の改正法案は 3回提出（麻生政権、鳩山政権、菅政権での法案提出）され
てきた。しかし、過去 3回の法案はいずれも廃案となり、内閣人事局（あるいは内閣人事庁）の
新設等は見送られてきた。では、官僚人事に対する首相の影響力拡大を伴うような国家公務員法
の改正が、第二次安倍政権において実現したのはなぜか。このようなパズルを、第二のリサーチ
クエスチョンとして設定した。 
 
２．研究の目的 
 
前述のリサーチクエスチョンに即した本研究の目的は、次の二つである。第一に、1990 年代
以降の制度改革（特に国家公務員制度改革）が中央省庁の官僚人事にいかなる変化をもたらした
かについて実証的に明らかにすることである。第二に、国家公務員制度改革をめぐる政治過程を
ミクロに分析することにより、官僚人事に対する首相の影響力拡大を伴うような制度改革の実
現をもたらした要因を特定することである。 
以上のように、社会的・学術的に関心の高い、官僚人事の政治化という現象について、二つの
推論を体系的に組み合わせることにより、近年の公務員制度改革と日本の政官関係との全体像
を捉えることが可能になると考えられる。 
 
３．研究の方法 
 
本研究は、4 年間という期間で、大きく分けて次の二つの作業を行った。第一は、1990 年代
以降の制度改革により、日本の官僚人事の実態がどのように変化したのかという問いに取り組
むための分析である。具体的には、時評社が毎年刊行している 8省（総務省、財務省、文部科学
省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省）の幹部職員名鑑（官庁名鑑シ
リーズ）を基に 2011年から 2023年にかけての各省管理職の人事データセットを構築し、それ
を用いて、昇進スピードや昇進・異動経路の観点から記述的に分析を行い、人事の変化（の有無）
を確認した。 
第二は、官僚人事に対する首相の影響力拡大を伴うような国家公務員法の改正が、第二次安倍
政権において実現したのはなぜかという問いを解明するための事例研究である。具体的には、過
程追跡の手法により、公務員制度改革をめぐって各アクターがいかなる選好に基づき、どのよう
に行動したのかをミクロに分析した。また合わせて、当該政治過程を、国家公務員法等の改正法



案が提出された麻生政権、鳩山政権、菅政権、そして第二次安倍政権に時期区分し、通時的な事
例比較を行った。 
 
４．研究成果 
 
 研究開始直後の令和 2年度（2020年度）から、官僚人事の変化の分析に用いる各省管理職の
人事データセットを構築するため、各省幹部職員名鑑の収集、また名鑑情報に基づくデータの入
力作業を行い、研究期間の最終年度（2023年度）までにデータセットを完成させた。また、各
省におけるキャリアパスの分析をするにあたって、研究期間の全体を通じ、関係者へのインタビ
ュー調査を複数回実施した。 
各省管理職の人事データセットを用いた記述的分析の結果は次のとおりである。第一に、幹部
ポストまでの昇進スピードについては、各省間でバラツキがあるものの、経年的に遅れが生じて
いる。第二に、幹部ポストに至るまでの各省内でのキャリアパスの固定化はある程度堅持されて
おり、官僚人事に対する政治介入を防ぐためのキャリアパスの根幹は守られていることが観察
された。すなわち、1990 年代以降の制度改革により、日本の官僚人事において昇進スピードの
遅れは生じているものの、全体として人事の政治化が大きく進行しているとまでは言えないと
結論づけることができる。 
また、その他の具体的な研究成果物として、令和 3年度（2021年度）に、1990年代以降の公
務員制度改革等の行政改革が日本の政官関係、特に内閣と官僚制の関係をどのように変容させ
たのかについて、共著書である『行政学』（文眞堂、2021年 10月）所収の「執政制度と首相の
リーダーシップ」としてまとめ、公刊した。また、令和 4年度（2022年度）に、文部科学省に
ついての調査、分析を集中的に行い、その研究成果の一部を、日本高等教育学会の会長プロジェ
クト「高等教育政策の研究」第 3回公開研究会において報告した。 
次に、国家公務員法の改正が、第二次安倍政権において実現したのはなぜかという問いを解明
するために行った事例研究の結果について説明する。結論としては、第二次安倍政権下で国家公
務員法が改正され、内閣人事局の新設が実現したのは、与党が参議院の過半数議席を確保したこ
とが要因として大きい。第二次安倍政権は、ねじれ国会を解消し、与野党間での調整コストを低
減させたことに加え、政権の基盤が安定したことにより、改正法案をめぐる与党内での調整コス
トも低減することができた。すなわち、日本の首相の権力は、90 年代以降の政治・行政改革以
後も参議院によって制約され続けていると考えられる。この知見は、日本に限らず、他国の政治
制度の研究にも応用できるものであることから、比較政治に関する実証的・理論的研究にも貢献
し得るものである。 
以上の事例研究に関する研究成果については、令和 5年度（2023年度）に、その一部をアメ
リカ政治学会の年次大会（American Political Science Association Annual Meeting）において
報告した。 
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